
令和６年２月８日
中国電力株式会社

島根原子力発電所１号炉及び２号炉において用いた
資材に含まれる放射性物質の放射能濃度の測定及び

評価方法の認可申請書の概要について

本資料は、以下資料を令和５年11月21日付け補正内容（令和５年12月11日認可）に基づき、
一部更新（含む適正化）したものである。

 第８回クリアランスに関する審査会合(令和５年６月１日)における資料１「島根原子力
発電所１号炉及び２号炉において用いた資材に含まれる放射性物質の放射能濃度の測定
及び評価方法の認可申請書の一部補正について」

 島根原子力発電所１、２号炉クリアランス申請に係る現地確認（令和５年７月28日）に
おける説明資料

参考
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〔第８回クリアランスに関する審査会合(令和５年６月１日)
資料１を更新〕

更新頁の朱書き箇所：審査を踏まえ更新（含む適正化）した箇所4
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7
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2
島根１、２号炉のクリアランス認可申請書の概要

本文一 氏名又は名称及び住所並びに代表者の氏名

本文二 放射能濃度確認対象物が生ずる工場等の名称及び所在地

本文三 放射能濃度確認対象物が生ずる施設の名称

本文四 放射能濃度確認対象物の種類、発生及び汚染の状況並びに推定される総重量

項目 主な内容

対象物 島根１、２号炉の低圧ダイヤフラム及び低圧内部車室（次頁参照）

推定される総重量 939トン（島根１号炉：348トン、島根２号炉：591トン）

対象物の発生の状況

 島根１号炉：第18サイクル（平成６年度）～第20サイクル（平成９年
度）に予防保全による取り替えにより発生

 島根２号炉：第17サイクル（平成28年度）に予防保全による取り替えによ
り発生

汚染の状況

 放射化汚染 ：島根１、２号炉とも無視できる程度

 二次的な汚染
主要な核種：Co-60
汚染の状況：機械的除染によりCo-60のD/Cの1/33を十分に下回る。

 フォールアウト ：影響はみられない。

表１ 対象物の概要
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3
島根１、２号炉のクリアランス認可申請書の概要

島根１号炉 島根２号炉

低圧ダイヤフラム 低圧内部車室 低圧ダイヤフラム 低圧内部車室

 島根１、２号炉の対象物は、低圧ダイヤフラム及び低圧内部車室である。

 対象物の構成

島根１号炉 低圧ダイヤフラム：第７段～第14段

島根１号炉 低圧内部車室 ：上半及び下半

島根２号炉 低圧ダイヤフラム：第７段～第13段

島根２号炉 低圧内部車室 ：上半及び下半

図1 タービン設備概要図（島根２号炉の例）

表２ 対象物の外観

上半

下半

青：ダイヤフラム 緑：内部車室 赤：ロータ・動翼
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4本文四 放射能濃度確認対象物の種類、発生及び汚染の状況並びに
推定される総重量（放射化汚染）

 放射化汚染は、Co-60の基準値の１％未満であることを確認した。

（確認方法）

 「主な原子力施設におけるクリアランスレベルについて（原子力安全委員会）」よりCo-60、
Mn-54及びFe-59を考慮し、半減期が１年未満のMn-54及びFe-59を除きCo-60を選定

 Ge波高分析装置で測定

（島根１号炉） （島根２号炉）

本文 第１表 本文 第２表

：補正申請書からの抜粋（以降、同じ）
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5本文四 放射能濃度確認対象物の種類、発生及び汚染の状況並びに
推定される総重量（二次的な汚染）

 島根１号炉の主要系統の二次的な汚染の主要な核種は原子炉内の構造物やタービン建

物の機器からCo-60であることを確認した。

（確認方法）

 Ge波高分析装置（γ線放出核種）、液体シンチレーションカウンタ、低BGα/β測定装置（β線
及びα線放出核種）で測定

⇒ いずれの分析結果もCo-60の比率が最も高いことを確認

制御棒駆動系のインナーフィルタ 給水加熱器 濃縮廃液
添付書類二 第2-6表 添付書類二 第2-13表 添付書類二 第2-7表

（島根１号炉） （島根１号炉） （島根１号炉）

更新
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6本文四 放射能濃度確認対象物の種類、発生及び汚染の状況並びに
推定される総重量（二次的な汚染）

 島根１号炉の対象物の二次的な汚染は、いずれの核種も検出されなかった。放射化学分

析結果から、対象物の主要な核種はCo-60であると評価した。

（確認方法）

 規則の33核種のうち短半減期核種、コンクリート等から生成する核種を除外した15核種を選定
 Ge波高分析装置（γ線放出核種）、液体シンチレーションカウンタ、低BGα/β測定装置（β線及びα線放出核種）で測定

（γ線放出核種分析結果） （β線及びα線放出核種分析結果）
本文 第５表 添付書類二 第2-16表 本文 第６表 添付書類二 第2-17表

（島根１号炉） （島根１号炉)

更新
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7本文四 放射能濃度確認対象物の種類、発生及び汚染の状況並びに
推定される総重量（二次的な汚染）

 島根２号炉の主要系統の二次的な汚染の主要な核種は原子炉内の構造物やタービン建

物の機器からCo-60であることを確認した。

（確認方法）

 Ge波高分析装置（γ線放出核種）、液体シンチレーションカウンタ、低BGα/β測定装置（β線
及びα線放出核種）で測定

⇒ いずれの分析結果もCo-60の比率が最も高いことを確認

制御棒駆動系のインナーフィルタ 低圧タービン動翼 濃縮廃液
添付書類二 第2-31表 添付書類二 第2-33表 添付書類二 第2-32表

（島根２号炉） （島根２号炉) （島根２号炉）

更新
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8本文四 放射能濃度確認対象物の種類、発生及び汚染の状況並びに
推定される総重量（二次的な汚染）

 島根２号炉の対象物の二次的な汚染の主要な核種はCo-60であることを確認した。

（確認方法）

 規則の33核種のうち短半減期核種、コンクリート等から生成する核種を除外した15核種を選定

 Ge波高分析装置（γ線放出核種）、液体シンチレーションカウンタ、低BGα/β測定装置（β線
及びα線放出核種）で測定

（γ線放出核種分析結果） （β線及びα線放出核種分析結果）
本文 第９表 添付書類二 第2-36表 本文 第10表 添付書類二 第2-37表

（島根２号炉） （島根２号炉)

更新

5
0
 
/
 
7
5



9
本文五 評価に用いる放射性物質の種類

 二次的な汚染の中で評価対象核種の放射能濃度を評価するうえで重要となる放射性物質
を選択する。

 5頁（本文第５表及び第６表）、7頁（本文第９表及び第10表）に示すとおり二次的
な汚染の主要な核種はCo-60である。

 Co-60は、D/Cの1/33を十分に下回る状態である。

 以上より、評価対象核種はCo-60の１核種とする。

 Co-60以外の核種は評価対象核種の選択において考慮する必要はないと判断した。
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10
本文六 放射能濃度の評価単位

評価単位の重量は10トン以下とする。

低圧ダイヤフラムの評価単位は、各ダイヤフラム（島根１号炉A、B系統：第７段～第14
段※１、島根２号炉A～C系統：第７段※２～第13段）を評価単位とする。

評価単位とする各ダイヤフラムの重量は、11頁（本文第19表及び第21表）に示すとおり、
島根１号炉が1.4～7.1トン、島根２号炉が1.8～7.0トンである。評価単位とする各ダイ
ヤフラムの位置を10頁（本文第19図及び第20図）に示す。

低圧内部車室の評価単位は、分割して設定する。

低圧内部車室の評価単位の重量は、13頁（本文第20表及び第22表）に示すとおり、
島根１号炉が6.8～8.7トン、島根２号炉が6.6～7.5トンである。低圧内部車室の評価
単位の位置を12頁（本文第21図及び第22図）に示す。

対象物の構造上、放射能濃度が最も高くなる場所を測定単位の対象箇所に設定し、そこ
から採取した代表サンプルを測定単位とする。

※１：第７段（高圧タービン、発電機側）、第９-10段、第11-12段は結合構造でかつ10トン以下のため、
結合構造で評価単位とする。

※２：第７段（高圧タービン、発電機側）が結合構造でかつ10トン以下のため、結合構造で評価単位とする。

更新
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11
本文六 放射能濃度の評価単位（低圧ダイヤフラム）

 島根１、２号炉の各ダイヤフラムの位置を本文第19図及び第20図に示す。

（島根１号炉） （島根２号炉）

本文 第19図 本文 第20図

更新
（評価単位を明確化）
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12
本文六 放射能濃度の評価単位（低圧ダイヤフラム）

 島根１、２号炉の各ダイヤフラム（島根１号炉A、B系統：第７段～第14段、島根２

号炉A～C系統：第７段～第13段）の評価単位は10トン以下に設定する。

（島根１号炉） （島根２号炉）

本文 第19表 本文 第21表

更新
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13
本文六 放射能濃度の評価単位（低圧内部車室）

 島根１号炉の低圧内部車室は、上半を４分割に、下半を６分割に設定する。

 島根２号炉の低圧内部車室は、上半を６分割に、下半を８分割に設定する。

（島根１号炉） （島根２号炉）

本文 第21図 本文 第22図
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14
本文六 放射能濃度の評価単位（低圧内部車室）

 島根１、２号炉の低圧内部車室（島根１号炉A、B系統、島根２号炉A～C系統）の

評価単位は10トン以下に分割する。

（島根１号炉） （島根２号炉）

本文 第20表 本文 第22表

更新
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15本文六 放射能濃度の評価単位（測定単位）

号炉 対象物
噴口部又はリング部の

比表面積（cm２/g）※２

評価単位の比表面積
（cm２/g）※３

１号炉
低圧ダイヤフラム 8.09×10-２～1.23×10-１ 3.39×10-２～7.02×10-２

低圧内部車室 1.06×10-１ 5.18×10-２～5.58×10-２

２号炉
低圧ダイヤフラム 7.97×10-２～2.80×10-１ 3.26×10-２～6.26×10-２

低圧内部車室 1.15×10-１ 6.53×10-２～7.33×10-２

※２：本文 第25表～第34表の最大値から最小値を記載
※３：添付書類二 第2-36表～第2-50表の最大値から最小値を記載

 測定単位は、評価単位の中から対象物の構造上、放射能濃度が最も高くなる場所を測定
単位の対象箇所に設定し、そこから採取した代表サンプル※１とする。

 対象物は、本文四で均一な汚染状態にあることを示した。放射能濃度は表面汚染密度に
比表面積を乗じると求まるため、比表面積が大きな箇所ほど放射能濃度が高くなる。

 対象物の構造上、比表面積が最も大きな箇所は、下表のとおり、低圧ダイヤフラムが噴口
部、低圧内部車室がリング部である。15頁（添付書類四第4-1図及ぶ第4-2図）に測
定単位を示す。

※１：対象物は均一な汚染の傾向を示すため、代表サンプルとする。

表３ 測定単位（噴口部又はリング部）及び評価単位の比表面積

更新
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16本文六 放射能濃度の評価単位（測定単位）

（低圧ダイヤフラム） （低圧内部車室）

添付書類四 第4-1図 添付書類四 第4-2図

更新
（測定単位の明確化）
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17
本文七 放射能濃度の決定を行う方法

 評価対象核種（Co-60）を測定することに
よりD/Cが1/33以下であることを確認する。

 噴口部及びリング部から採取した測定単位を
審査基準3.3.(4)イ②を適用して放射能濃
度を決定する。

 評価対象核種（Co-60）の放射能濃度は、
放射線測定値、放射能換算係数及び重量
を基に不確かさを考慮して決定する。

 放射能濃度は、測定単位を前処理した試料
をGe波高分析装置で測定して放射能量を
求め、測定単位の重量で除して求める。

 放射能濃度の決定を行う方法は、添付書類
五の第5-2表に示すとおり、保守的な測定結
果が得られることを確認した。

本文七 １．

添付書類五 3.2

添付書類五 第5-2表

更新

5
9
 
/
 
7
5



18
本文八 放射線測定装置の種類及び測定条件

 放射線測定装置は、評価対象核種（Co-60）が放出するγ線の測定に用いられ汎用の
放射線測定装置であるGe波高分析装置とする。

 検出限界値は、評価対象核種（Co-60）のD/Cが1/33以下であることの判断が可能と
なるように設定する。測定した放射線測定値が検出限界計数未満であった場合、検出限
界計数を測定値とする。

 測定時間は、検出限界計数相当でD/Cの1/33以下であることの判断が可能となるように
50,000秒以上を設定する。

 添付書類六第6-3表に示すとおり、サンプルの検出限界値を求めた結果、D/Cの1/54であ
り、検出限界計数相当でD/Cの1/33以下の測定ができることを確認した。

添付書類六 第6-3表

更新
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19
本文九 放射能濃度確認対象物の保管場所及び保管方法

 島根１号炉の対象物は構内倉庫（非管理区域）で保管、島根２号炉の対象
物は追加的な汚染が生じない措置を講じたうえで島根１号炉のタービン建物（管
理区域）に保管している。

 対象物及び測定単位は、各エリアで19頁（添付書類七 第7-1表及び第7-2
表）に示す異物混入防止、追加汚染防止、識別管理及び立入制限を行う。

 島根２号炉の対象物は、放射能濃度の測定を開始するまでに島根１号炉又は
２号炉のタービン建物で除染（ブラスト除染等の機械的除染）を行う。島根１
号炉の対象物は除染済みだが、測定の結果、D/Cの1/33を上回った場合、除染
を行う。

更新
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20
本文九 放射能濃度確認対象物の保管場所及び保管方法

（島根１号炉の対象物） （島根２号炉の対象物）

添付書類 第7-1表 添付書類 第7-2表

更新
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21
本文十 放射能濃度の測定及び評価に係る品質マネジメント

 放射能濃度の測定及び評価は、品質マネジメントシステムを構築し、保安規定等
に定めて実施する。

 品質保証活動は、社長をトップマネジメントとして構築し、体系化した組織及び文
書類により、業務に係る計画、実施、評価及び改善のプロセスを実施する。

 保安規定、品質保証規程及び品質マネジメントシステム計画並びにこれらに基づく
社内規定に品質マネジメントシステムに関することを定めて実施するとともに継続的
に改善していく。
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〔クリアランス申請に係る現地確認（令和５年７月28日）に
おける説明資料を更新〕

更新頁の朱書き箇所：審査を踏まえ更新（含む適正化）した箇所6
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23クリアランス対象物の概要

リング部の拡大

低圧内部車室（上半）

【クリアランス対象物（申請中）】
運転期間中に取り外した島根１号炉および２号炉の低圧タービンを構成する
低圧内部車室および低圧ダイヤフラムである。

対象物の概要（例：島根１号炉）

低圧ダイヤフラム低圧内部車室

低圧ダイヤフラム

噴口部の拡大
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24クリアランス対象物の保管位置等（構内配置図）

●：１号炉対象物の保管エリア
●：２号炉対象物の保管エリア
■：１号炉及び２号炉対象物の除染エリア
▼：１号炉対象物の切断エリア
▼：２号炉対象物の切断エリア
★：１号炉及び２号炉対象物の測定エリア
◆：１号炉対象物の確認待ちエリア
◆：２号炉対象物の確認待ちエリア

●

●
▼
◆
■

★

■

▼ ◆

（保管場所及び各エリアは現状の想定であり、
所内の工事等により変更となる可能性がある。）

本頁の朱書き箇所は、説明資料から変更なし
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25クリアランス適用までの基本処理フロー

①評価単位の選定、取出
（保管エリア）

③測定単位の採取
（切断エリア）

④測定単位の評価※２

（測定エリア）

⑤保管管理
（確認待ちエリア）

※２：評価対象核種（Co-60）の
D/Cが1/33以下でない場合は再除染す
る。

②対象物の除染※１

（除染エリア）

※１：除染後に汚染の均一性を確認
する。１号炉対象物は除染済みのため、
「③測定単位の採取」へ進む。

リング部の採取

噴口部の採取

Ge波高分析装置（ホット計測室）

除染の様子

測定試料（左：ろ液試料、右：ろ紙試料）

③

④

① ②

保管状況（左：１号炉対象物、右：２号炉対象物）

測定単位の切出し

測定単位（噴口部）
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26１号炉対象物の保管状況

低圧ダイヤフラム低圧内部車室

６号倉庫（非管理区域）

（①～⑱の品名は次スライド参照）

・１号炉対象物は６号倉庫内（非管理区域）に保管中である。

・クリアランスの運用開始後は、６号倉庫内でエリアを変更しながら、測定単位の採取、保管管理を行う。

６号倉庫（西側シャッター前）

６号倉庫（南西出入口（）

低圧ダイヤフラムの保管状況低圧内部車室の内部低圧内部車室の保管状況６号倉庫内部の様子
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27１号炉対象物の保管状況（続き）

６号倉庫（非管理区域）

（低圧ダイヤフラム第7段のT側とG側は結合、第9-10段及び第11-12段はそれぞれ結合している。）
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28２号炉対象物の保管状況

低圧内部車室の保管状況

低圧ダイヤフラムの保管状況

１号炉タービン建屋３階（管理区域）

・２号炉対象物は１号炉タービン建屋３階（管理区域）に保管中である。

・クリアランスの運用開始後は、同フロアの一画に除染エリア、切断エリアを設定し、測定単位の採取を行う。

・１号炉タービン建屋３階（管理区域）もしくは構内倉庫（非管理区域）へ搬出して保管管理（確認待ち）を行う予定である。

低圧ダイヤフラム低圧内部車室 （①～⑲の品名は次スライド参照）
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29２号炉対象物の保管状況（続き）

１号炉タービン建屋３階（管理区域）
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30測定単位の前処理、測定待ちおよび確認待ちエリア

放射化学分析室（管理区域）

出入口

ホット計測室へ

前処理エリア

測定待ちエリア、確認待ちエリア

・前処理エリア（作業台、ドラフトフード）で浸漬処理等の試料作製を行う。

・測定待ちエリアおよび確認待ちエリアとして、作業台下に施錠可能な保管庫等を設置し、試料を保管管理する。

本頁の朱書き箇所は、説明資料から変更なし
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31１ー③測定単位の測定装置エリア

ホット計測室（管理区域）

放射化学分析室へ

常時「閉」運用（施錠）

測定装置エリア（予定）

本頁の朱書き箇所は、説明資料から変更なし
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32浸漬処理の主な手順

①測定単位を重量計で測定する。重量をWｇとする。
②測定単位をGe波高分析装置で50,000秒以上測定する。
この時のCo-60放射能量をA count/sとする。
③測定単位をビーカーに入れ希塩酸を加え浸漬する。
④超音波洗浄機により測定単位表面の二次的な汚染を剥
離し溶液に移行させる。（超音波により測定単位を振動
させ、二次的な汚染を剥離する。）

⑤ピンセットで測定単位を取り出し、測定単位を純水で洗
浄する。洗浄液は浸漬した液と混合する。

⑥測定単位をGe波高分析装置で50,000秒以上測定する。
この時のCo-60放射能量をA’ count/sとする。
⑦A’Bqが検出限界値未満であれば濃縮処理へ進む。Co-
60が検出された場合は③～⑥を繰り返す。

※１：
希塩酸による
浸漬処理

※２：
超音波洗浄機
による洗浄

※３：
純水による洗浄

更新
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33浸漬処理の主な手順（続き）

⑧２回の濃縮処理を行う。１回目は濃塩酸を加えて加熱、
２回目は濃塩酸、濃硝酸及び過塩素酸を加えて加熱する。
放冷後、純水を加え加熱する。
⑨放冷後にビーカー内部を純水で洗浄しながら吸引ろ過し、
ろ液及びろ紙に分ける。ろ液が50mLを超える場合は加
熱して50mL以下に調整する。
⑩ろ液をメスフラスコに移し純水を加えて50mLに定容する。
ろ液をポリ瓶に移行する。ろ液を全て移すため、分取率
は100％である。
⑪ろ液及びろ紙をGe波高分析装置により50,000秒以上で
測定する。
⑫添付書類五3.4の放射能濃度の決定方法により、測定単
位のCo-60放射能濃度を評価する。

※５

※６

※４

※６

※４：
濃縮処理後

※５：
50mlに調製

※６：
ろ液及びろ紙
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